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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第２期
第２四半期
連結累計期間

第３期
第２四半期
連結累計期間

第２期
第２四半期
連結会計期間

第３期
第２四半期
連結会計期間

第２期

会計期間  

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高 (千円) 6,547,0394,813,2973,140,7392,120,97412,627,959

経常損失(△) (千円) △553,868△635,146△429,058△500,938△1,101,418

四半期（当期）純損失(△)(千円) △695,694△806,789△553,570△509,380△1,700,841

純資産額 (千円) － － 9,286,3797,762,4818,407,285

総資産額 (千円) － － 14,649,26112,087,40513,356,326

１株当たり純資産額 (円) － － 25.69 20.41 22.77

１株当たり四半期（当期）

純損失金額(△)
　(円) △2.01 △2.33 △1.60 △1.47 △4.91

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
　(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 60.7 58.4 59.0

営業活動による

キャッシュ・フロー

 

(千円)
△1,252,348△530,532 － － △739,072

投資活動による

キャッシュ・フロー

 

(千円)
△28,405△231,459 － － △103,852

財務活動による

キャッシュ・フロー

 

(千円)
△25,660△118,615 － － △196,076

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高

 

(千円)
－ － 2,901,5932,288,2773,169,086

従業員数 (名) － － 721 448 530

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容に重要な変更はあ

りません。　

　

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 448 ［ 55］

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を［　］外数で記載しており

ます。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 11  ［ 4］

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しております。
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第２【事業の状況】
　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。これによる事業区分へ与える影響は軽微なため、前年同四半期比較を行っております。なお、

従来の「カー用品・雑貨等事業」セグメントにつきましては、カー用品事業を平成22年３月31日付けで終了したため、

当連結会計年度より「雑貨事業」に名称を変更し、前年第２四半期における「カー用品・雑貨等事業」の金額と比較し

ております。また、従来の「産業機器関連事業」セグメントにつきましては、事業内容をより正確に表示するため「産業

機器関連・雑貨製造事業」に名称を変更しております。

　

１【生産、受注及び販売の状況】　

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

セグメント
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

産業機器関連・雑貨製造事業 551,439 109.2

雑貨事業 － 0.0

 合計 551,439 71.0

　（注）１　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

セグメント
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）　

雑貨事業 491,732 90.0

 合計 491,732 90.0

　（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

セグメント 受注高
前年同四半期比
（％）

受注残高
前年同四半期比
（％）

産業機器関連・雑貨製造事業　 300,615 80.7 1,149,815 89.4

合計 300,615 80.7 1,149,815 89.4

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

セグメント
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

上場株式等投資事業　 ― －

ロジスティックス事業　 1,411,568 81.5

雑貨事業　 419,166 42.7

産業機器関連・雑貨製造事業　　 290,239 67.8

 合計 2,120,974 67.5

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

２【事業等のリスク】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1）当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証　券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

(2）提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提

出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象について

　当社グループは、当第２四半期連結会計期間において４億96百万円の四半期営業損失を計上し、過去４期にわたり

営業損失を計上しております。これにより継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

すが、継続企業の前提に関して重要な不確実性は認められません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

　　(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、中国をはじめとする新興国の経済成長など外需に支えられ緩やかな

回復は見られたものの、急激な円高や株価低迷により雇用・所得環境の改善には至らず厳しい状況にありました。

  このような状況のもと、当社グループはファンド事業及び上場株式等投資事業に注力し、企業再生関連投資事業

に積極的に取り組んでまいりました。

　当第２四半期連結会計期間の売上高は、カー用品事業を平成22年３月31日付けで終了したことにより当該事業に

係る売上高の計上がなかったこと及びロジスティックス事業に係る売上高の減少などにより21億20百万円（前第

２四半期連結累計期間31億40百万円）にとどまりました。また、コスト削減等の経営効率化を図りましたが営業利

益は△４億96百万円（前第２四半期連結会計期間△４億22百万円）、経常利益は△５億円（前第２四半期連結会計

期間△４億29百万円）にとどまり、四半期純利益は、減損損失45百万円を計上したことなどにより△５億９百万円

（前第２四半期連結会計期間△５億53百万円）となりました。　

　セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

　上場株式等投資事業におきましては、欧州の金融不安や米国経済の二番底懸念などを背景に世界の株式市場は軟

調に推移し、日本においても急激な円高やデフレの進行による企業収益悪化の懸念、また、日経平均が１万円を割り

込むなど株式市場は下落し、当社の投資先企業の株価も同様に推移したことにより、売上高の計上はなく（前第２

四半期連結会計期間－百万円）、商品有価証券運用損の計上などにより、営業利益は△９百万円（前第２四半期連

結会計期間△１億60百万円）となりました。ファンド事業につきましては、株式市場の回復等を勘案した上で、当社

100％子会社となるPrivée Turnaround Cayman, Ltd.が行う予定であります。

  企業再生関連投資事業における投資対象事業の状況は、次のとおりであります。

　ロジスティックス事業におきましては、営業努力により新規荷主の獲得があったものの、物流量の減少の影響など

を受け、売上高は14億11百万円（前第２四半期連結会計期間17億32百万円）となり、コスト削減を行ったものの、原

油高に伴う燃料価格上昇の影響などにより、営業利益は39百万円（前第２四半期連結会計期間66百万円）となりま

した。

　雑貨事業におきましては、積極的な営業活動を推進し主力製品の売上を確保したものの、カー用品事業を平成22年

３月31日付けで終了したため当該事業に係る売上高の計上がなかったことなどにより、売上高は４億19百万円（前

第２四半期連結会計期間９億80百万円）となり、売上拡大のための販売促進費や広告宣伝費の計上などにより、営

業利益は△89百万円（前第２四半期連結会計期間90百万円）となりました。

　産業機器関連・雑貨製造事業におきましては、既存製品の受注・売上確保に努めたものの、医療業界における競争

激化など厳しい経営環境下にあり、売上高は２億90百万円（前第２四半期連結会計期間４億27百万円）にとどまり

ましたが、大幅なコスト削減を行ったことなどにより、営業利益は△６百万円（前第２四半期連結会計期間△42百

万円）となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間

末に比べ３億76百万円減少し、22億88百万円となりました。主な要因と当第２四半期連結会計期間における各

キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、売上債権の減少２億62百万円がありましたが、税金等調整前

四半期純利益△５億14百万円等により、２億50百万円の資金減（前第２四半期会計期間は２億25百万円の資金減）

となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資不動産の売却による収入68百万円がありましたが、有形

固定資産の取得による支出２億19百万円等により、１億84百万円の資金減（前第２四半期連結会計期間は30百万円

の資金増）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入金の返済による支出44百万円がありましたが、短期

借入金の増加１億14百万円等により、57百万円の資金増（前第２四半期連結会計期間は９百万円の資金減）となり

ました。　

 

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は30百万円であります。

　

(5）事業等のリスクに記載した重要事象等についての検討内容及び改善するための対応策

　当社グループは、当第２四半期連結会計期間において４億96百万円の四半期営業損失を計上し、過去４期にわたり

営業損失を計上しております。これにより継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま
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すが、継続企業の前提に関して重要な不確実性は認められません。

　当社グループは当該状況を解消すべく、グループ経営の効率化、子会社における営業力の強化及び大胆な戦略と一

層の効率化・合理化を行うなど業績改善に努めていく所存であります。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間における主要な設備の異動は以下のとおりであります。

　

 　国内子会社

　 　当第２四半期連結会計期間（平成22年８月）に、前四半期連結会計期間末に計画中であった以下の設備が完成いたし

ました。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円） 従業員数
（名）

外［臨時雇用
者］

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

神田通信

工業㈱

千葉事業所

(千葉県印西市)

産業機器関

連・雑貨製

造事業

製造設備 － 163,801
－

（－)
－ 163,80144[27]　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等についての計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 365,119,405 365,119,405
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は1,000株で

あります。

計 365,119,405 365,119,405 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　　　　平成20年２月26日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 　　　　　　　　  　47,900個(注)２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
　　普通株式

　 単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数  　　 33,290,500株

新株予約権の行使時の払込金額 　　　　　　 １株当たり447円(注)３

新株予約権の行使期間 平成20年４月１日～平成23年４月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

 発行価格 　  447円

 資本組入額   224円

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社

並びにグループ会社の取締役、監査役、特別顧問、又は従

業員であることを要します。

２　権利の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めません。

ただし、取締役会で承認した場合はこの限りではありま

せん。

３　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　(旧)プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社の定時株主総会において決議されたものであり、平成20年２

月26日開催の臨時株主総会における合併契約承認決議により、その割当交付を承認されたものであります。

 ２　１個当たりの目的となる株式数695株

なお、当社が株式分割又は併合を行った場合は、次の算式をもって調整します。ただし、調整の結果１株未

満の端数が生じたときはこれを四捨五入します。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

３　新株予約権発行の日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割又は併合の比

率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の権利行使又は自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

    既発行

株式数
＋

新規発行又は処分

株式数
×
１株当たり払込金額又は処

分価額　

調整後１株当たり払

込金額
＝
調整前１株当

たり払込金額
×

新規発行又は処分前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数

上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数としております。
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成20年６月27日定時株主総会決議　 

 　
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 　　　　　　　　 　 34,300個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
  　普通株式

　 単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数   　　34,300,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　　　　　　  １株当たり50円(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年12月２日～平成30年12月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

  発行価格　 　 50円

  資本組入額    25円

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社

並びにグループ会社の取締役、監査役、特別顧問、又は従

業員であることを要します。

２　権利の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めません。

ただし、取締役会で承認した場合はこの限りではありま

せん。

３　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　１個当たりの目的となる株式数1,000株

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとし

ます。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

２　新株予約権発行の日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割又は併合の比

率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の権利行使又は自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り捨てます。

    既発行

株式数
＋

新規発行又

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額又は処分価額

調整後１株当たり

払込金額
＝
調整前１株当たり

払込金額
×

新規発行又は処分前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数

　上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数としております。
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②平成21年６月29日定時株主総会決議　 

 　
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 　　　　　　　　　　39,700個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
 　普通株式

　単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数  　　39,700,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　　　　　　　１株当たり24円(注)２

新株予約権の行使期間 平成21年10月14日～ 平成31年10月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　 　 24円

資本組入額    12円

新株予約権の行使の条件

１　権利の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めません。

ただし、取締役会で承認した場合はこの限りではありま

せん。

２　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　１個当たりの目的となる株式数1,000株

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとし

ます。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株

式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

２　新株予約権発行の日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割又は併合の比

率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の権利行使又は自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り捨てます。

    既発行

株式数
＋

新規発行又

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額又は処分価額

調整後１株当たり

払込金額
＝
調整前１株当たり

払込金額
×

新規発行又は処分前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数

　上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数としております。
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③平成22年６月29日定時株主総会決議　 

 　
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 　　　　　　　　　　49,800個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
 　普通株式

　単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数  　　49,800,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　　　　　　　１株当たり16円(注)２

新株予約権の行使期間 平成22年７月７日～ 平成32年７月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　 　 16円

資本組入額     8円

新株予約権の行使の条件

１　権利の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めません。

ただし、取締役会で承認した場合はこの限りではありま

せん。

２　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　１個当たりの目的となる株式数1,000株

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとし

ます。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株

式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

２　新株予約権発行の日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割又は併合の比

率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の権利行使又は自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り捨てます。

    既発行

株式数
＋

新規発行又

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額又は処分価額

調整後１株当たり

払込金額
＝
調整前１株当たり

払込金額
×

新規発行又は処分前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数

　上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数としております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
 （株）

資本金増減額
 

 （千円）

資本金残高
 

 （千円）

資本準備金
増減額
 （千円）

資本準備金
残高

 （千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
― 365,119,405 ― 1,636,065 ― 1,194,261

 

（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＫＥＮＺＯグループ株式会社 東京都港区六本木６丁目10－１ 55,718 15.26

ＫＥＮＺＯ株式会社 東京都港区六本木６丁目10－１ 51,082 13.99

長嶋　兼敏 福岡県北九州市小倉北区 2,305 0.63

下坂　喬 兵庫県宝塚市 2,227 0.61

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 1,742 0.48

長岡　英和 神奈川県横浜市金沢区 1,442 0.40

今村　煕代 鹿児島県薩摩川内市 1,279 0.35

森　啓 東京都杉並区 1,218 0.33

山本　廣道 大阪府大阪市西区 1,194 0.33

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目11－１ 1,141 0.31

計 ― 119,350 32.69

（注）１　上記のほか、自己株式が19,035千株あります。

２　ＫＥＮＺＯインベストメント株式会社は、平成22年６月30日付けでＫＥＮＺＯグループ株式会社に商号変更し

ております。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ―　　　　　　 ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      19,035,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式     332,087,000        332,087 ―

単元未満株式 普通株式　 　 13,997,405 ― ―

発行済株式総数       365,119,405 ― ―

総株主の議決権 ―       332,087 ―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が42,000株（議決権42個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 342株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

プリヴェ企業再生グループ㈱
東京都港区六本木一

丁目６番１号
19,035,000 ― 19,035,000   5.21  

計 － 19,035,000 ― 19,035,000  5.21  

　　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 19 18 15 14 13 15

最低（円） 13 12 13 12 9 10

　（注）最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）および当第

２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、霞が

関監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,472,710 3,358,289

受取手形及び売掛金 1,623,791 2,042,239

商品有価証券 704,530 849,530

たな卸資産 ※1
 782,535

※1
 360,777

その他 540,267 795,761

貸倒引当金 △80,700 △85,172

流動資産合計 6,043,134 7,321,424

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 1,505,062

※2
 1,511,276

土地 2,626,701 2,626,701

その他（純額） ※2
 515,288

※2
 311,088

有形固定資産合計 4,647,052 4,449,066

無形固定資産

のれん 789,408 817,656

その他 139,133 157,368

無形固定資産合計 928,541 975,024

投資その他の資産

投資有価証券 65,784 76,953

その他 780,030 908,133

貸倒引当金 △378,630 △376,039

投資その他の資産合計 467,184 609,047

固定資産合計 6,042,778 6,033,137

繰延資産 1,492 1,763

資産合計 12,087,405 13,356,326

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 943,328 1,195,438

短期借入金 978,028 981,361

未払法人税等 56,711 43,474

引当金 50,419 54,526

その他 547,212 771,072

流動負債合計 2,575,700 3,045,872

固定負債

社債 150,000 150,000

長期借入金 528,424 617,438

退職給付引当金 243,023 293,194

その他 827,775 842,537

固定負債合計 1,749,222 1,903,169

負債合計 4,324,923 4,949,041
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,636,065 1,636,065

資本剰余金 29,147,462 29,147,435

利益剰余金 △23,305,818 △22,499,028

自己株式 △4,356 △4,181

株主資本合計 7,473,352 8,280,290

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9,938 △603

繰延ヘッジ損益 0 3,037

土地再評価差額金 △401,492 △401,492

評価・換算差額等合計 △411,431 △399,058

新株予約権 286,853 125,292

少数株主持分 413,706 400,760

純資産合計 7,762,481 8,407,285

負債純資産合計 12,087,405 13,356,326
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 6,547,039 4,813,297

売上原価 5,405,551 4,032,480

売上総利益 1,141,488 780,816

販売費及び一般管理費 ※
 1,692,453

※
 1,409,842

営業損失（△） △550,964 △629,026

営業外収益

投資不動産賃貸料 10,213 6,521

未払配当金除斥益 6,746 5,499

受取技術料 － 5,000

その他 12,055 6,089

営業外収益合計 29,015 23,110

営業外費用

支払利息 24,909 22,574

その他 7,010 6,656

営業外費用合計 31,919 29,231

経常損失（△） △553,868 △635,146

特別利益

固定資産売却益 6,218 37,441

貸倒引当金戻入額 8,713 －

賞与引当金戻入額 － 13,177

その他 － 3,191

特別利益合計 14,932 53,810

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 61,487

減損損失 － 46,705

早期割増退職金 52,359 －

その他 61,434 1,574

特別損失合計 113,794 109,767

税金等調整前四半期純損失（△） △652,730 △691,103

法人税、住民税及び事業税 49,293 4,333

法人税等調整額 △10,533 98,197

法人税等合計 38,760 102,530

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △793,634

少数株主利益 4,203 13,155

四半期純損失（△） △695,694 △806,789
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 3,140,739 2,120,974

売上原価 2,729,799 1,809,137

売上総利益 410,940 311,836

販売費及び一般管理費 ※
 833,051

※
 808,663

営業損失（△） △422,111 △496,826

営業外収益

投資不動産賃貸料 5,159 1,674

受取技術料 － 5,000

その他 3,378 2,556

営業外収益合計 8,538 9,231

営業外費用

支払利息 12,000 10,917

不動産賃貸費用 2,683 1,422

その他 800 1,003

営業外費用合計 15,485 13,343

経常損失（△） △429,058 △500,938

特別利益

固定資産売却益 2,175 30,029

貸倒引当金戻入額 5,190 －

その他 － 2,741

特別利益合計 7,365 32,771

特別損失

固定資産売却損 22,433 －

減損損失 － 45,251

早期割増退職金 52,359 －

その他 26,682 1,424

特別損失合計 101,475 46,675

税金等調整前四半期純損失（△） △523,168 △514,842

法人税、住民税及び事業税 5,163 2,716

法人税等調整額 25,976 △12,408

法人税等合計 31,139 △9,692

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △505,150

少数株主利益又は少数株主損失（△） △737 4,229

四半期純損失（△） △553,570 △509,380
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △652,730 △691,103

減価償却費 161,208 150,830

株式報酬費用 － 161,663

のれん償却額 28,248 28,248

返品調整引当金の増減額（△は減少） △71,481 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △31,317 △1,881

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15,387 △50,170

引当金の増減額（△は減少） △23,655 △4,106

受取利息及び受取配当金 △946 △936

支払利息 24,909 22,574

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 61,487

減損損失 － 46,705

売上債権の増減額（△は増加） 501,565 418,447

商品有価証券の増減額（△は増加） △965,231 144,999

たな卸資産の増減額（△は増加） △206,879 △421,757

仕入債務の増減額（△は減少） △208,468 △252,109

その他 254,081 △118,815

小計 △1,206,084 △505,924

利息及び配当金の受取額 946 929

利息の支払額 △26,616 △22,835

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △20,593 △2,701

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,252,348 △530,532

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △50,046 △37

有形固定資産の取得による支出 △50,012 △276,845

有形固定資産の売却による収入 68,079 19,952

投資不動産の売却による収入 － 68,727

差入保証金の差入による支出 － △34,938

その他 3,573 △8,319

投資活動によるキャッシュ・フロー △28,405 △231,459

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 95,000 －

長期借入金の返済による支出 △97,395 △92,347

その他 △23,265 △26,268

財務活動によるキャッシュ・フロー △25,660 △118,615

現金及び現金同等物に係る換算差額 55 △201

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,306,358 △880,808

現金及び現金同等物の期首残高 4,207,952 3,169,086

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,901,593

※
 2,288,277
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業損失及び経常損失は279千円、税金等調整前四半期純損失は84,110千円

増加しております。

　　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「差入保証金の差入による支出」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することと

しました。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「差入

保証金の差入による支出」は△3,006千円であります。

　 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められる場合、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 当第２四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、一部の連結

子会社では実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している有形固定資産については、当連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

４　税金費用の算定方法 　加減算項目や税額控除項目について重要なものに限定して税金費用を算定

しております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変

化がないと認められる場合、前連結会計年度末において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 518,750千円

仕掛品 136,904千円

原材料及び貯蔵品 126,879千円

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 207,578千円

仕掛品 62,019千円

原材料及び貯蔵品 91,179千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額は4,274,797千円であ

ります。　

※２　有形固定資産の減価償却累計額は4,344,477千円であ

ります。　

　 ３　当座貸越契約について

　　　当社の一部の連結子会社は運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結してお

ります。

当第２四半期連結会計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。　　

当座貸越極度額 350,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 150,000千円

　３　当座貸越契約について

　　　当社の一部の連結子会社は運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結してお

ります。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。　　

当座貸越極度額 350,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 150,000千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりです。 ※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりです。

給料及び手当 363,092千円

役員報酬 232,112千円

賞与引当金繰入額 28,866千円

賃借料 301,906千円

のれん償却額 28,248千円　

給料及び手当 159,456千円

役員報酬 187,471千円

賞与引当金繰入額 10,957千円

賃借料 201,661千円

のれん償却額 28,248千円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりです。 ※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりです。

給料及び手当 173,927千円

役員報酬 110,741千円

賞与引当金繰入額 8,473千円

賃借料 138,958千円

のれん償却額 14,124千円　

給料及び手当 80,589千円

役員報酬 95,959千円

株式報酬費用 161,663千円

賞与引当金繰入額 8,694千円

賃借料 99,643千円

のれん償却額 14,124千円　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,024,074千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△122,480千円

現金及び現金同等物 2,901,593千円

現金及び預金勘定 2,472,710千円

その他流動資産（預け金） 104千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△184,538千円

現金及び現金同等物 2,288,277千円

　

（株主資本等関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至

　平成22年９月30日）

１　発行済株式の種類および総数

　普通株式　　　　　365,119千株

 

２　自己株式の種類および株式数

　普通株式　　　　 　19,035千株

　

３　新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 提出会社　286,853千円
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
上場株式等
投資事業
（千円）

ロジス
ティックス
事業
（千円）

カー用品・
雑貨等事業
（千円）

産業機器関
連事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 ― 1,732,076980,718427,9443,140,739 ― 3,140,739

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
― 19,831 11 ― 19,843(19,843) ―

計 ― 1,751,907980,730427,9443,160,582(19,843)3,140,739

営業利益又は営業損失（△） △160,28466,499 90,434△42,440△45,789(376,321)△422,111

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
上場株式等
投資事業
（千円）

ロジス
ティックス
事業
（千円）

カー用品・
雑貨等事業
（千円）

産業機器関
連事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 ― 3,448,9612,183,510914,5676,547,039 ― 6,547,039

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
― 42,992 1,162 ― 44,154(44,154) ―

計 ― 3,491,9542,184,672914,5676,591,194(44,154)6,547,039

営業利益又は営業損失（△） △103,018105,916294,993△72,984224,906(775,871)△550,964

　（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な事業内容

(1）上場株式等投資事業……………上場株式、未上場株式への投資

(2）ロジスティックス事業…………貨物自動車運送、倉庫業

(3）カー用品・雑貨等事業…………自動車用ウィンドーフィルム・アクセサリー等

及び玩具・生活雑貨等の製造販売

(4）産業機器関連事業………………医療機器、防衛省向け特殊機器の製造販売

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要　

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社グループは、当社及び連結子会社で構成されており、連結子会社が独立した経営単位として事業活動を

展開しております。

　従って、当社グループは、各連結子会社を基礎とした事業内容別のセグメントから構成されており、「上場株

式等投資事業」、「ロジスティックス事業」、「雑貨事業」及び「産業機器関連・雑貨製造事業」の４つを報

告セグメントとしております。

　「上場株式等投資事業」は、上場・未上場株式への投資、「ロジスティックス事業」は、貨物自動車運送・倉

庫業、「雑貨事業」は玩具・生活雑貨等の販売、「産業機器関連・雑貨製造事業」は医療機器・防衛省向け特

殊機器・雑貨の製造販売を行っております。　

　なお、従来の「カー用品・雑貨等事業」セグメントにつきましては、カー用品事業を平成22年３月31日付け

で終了したため、当連結会計年度より「雑貨事業」に名称を変更しております。また、従来の「産業機器関連

事業」セグメントにつきましては、事業内容をより正確に表示するため「産業機器関連・雑貨製造事業」に

名称を変更しております。
　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

　（単位：千円）

　

　報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２　

上場株式等
投資事業

ロジス
ティックス
事業

雑貨事業
産業機器関
連・雑貨製
造事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 ― 2,939,9601,249,684623,6524,813,297 ― 4,813,297

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― 11,413 652 149,590161,656△161,656 ―

計 ― 2,951,3741,250,336773,2424,974,953△161,6564,813,297

セグメント利益又は損失

（△）
△69,688 74,365 94,537 5,168 104,383△733,409△629,026

(注）１　セグメント利益又は損失の調整額 △733,409千円には、セグメント間取引消去 70,548千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△803,958千円が含まれております。全社費用の主なものは、持株会社である当社

の運営に係る費用であります。なお、持株会社である当社において減損損失 45,251千円を特別損失に計上し

ております。　

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　
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当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

　（単位：千円）

　

　報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２　

上場株式等
投資事業

ロジス
ティックス
事業

雑貨事業
産業機器関
連・雑貨製
造事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 ― 1,411,568419,166290,2392,120,974 ― 2,120,974

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― 11,413 － 95,383106,796△106,796 ―

計 ― 1,422,982419,166385,6222,227,771△106,7962,120,974

セグメント利益又は損失

（△）
△9,328 39,211△89,109△6,841△66,068△430,757△496,826

(注）１　セグメント利益又は損失の調整額 △430,757千円には、セグメント間取引消去 34,522千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△465,280千円が含まれております。全社費用の主なものは、持株会社である当社

の運営に係る費用であります。なお、持株会社である当社において減損損失 45,251千円を特別損失に計上し

ております。　

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
　　

（追加情報）
　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27
日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21
日）を適用しております。
　

（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末　（平成22年９月30日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められないため記載しておりません。

　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末　（平成22年９月30日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められないため記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末　（平成22年９月30日）

    該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　161,663千円
 

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成22年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数  当社取締役 ４名、当社監査役 ４名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式　49,800,000株

 付与日  平成22年７月６日

 権利確定条件 権利確定条件の定めはありません。

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

 権利行使期間  自平成22年７月７日　至平成32年７月６日

 権利行使価格（円） 16

 付与日における公正な評価単価（円） 3.25
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（資産除去債務関係）

当第２四半期連結会計期間末　（平成22年９月30日）

　  当連結会計年度の期首に比べて著しい変動は認められないため記載しておりません。 

　

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間末　（平成22年９月30日）

　  前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められないため記載しておりません。 　

　

（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 20.41円 １株当たり純資産額 22.77円

２　１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △2.01円 １株当たり四半期純損失金額(△) △2.33円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失(△)（千円） △695,694 △806,789

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △695,694 △806,789

期中平均株式数（千株） 346,139 346,087

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要
―

新株予約権

株主総会の特別決議日

平成22年６月29日

49,800千株

なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △1.60円 １株当たり四半期純損失金額(△) △1.47円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失(△)（千円） △553,570 △509,380

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △553,570 △509,380

期中平均株式数（千株） 346,130 346,085

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要
―

新株予約権

株主総会の特別決議日

平成22年６月29日

49,800千株

なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　　

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間末　（平成22年９月30日）

　リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リー－ス取引について通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められな

いため記載しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月５日

プリヴェ企業再生グループ株式会社
（旧プリヴェ ファンド グループ株式会社）
 

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 剱持　　俊夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　　和夫　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプリヴェ企業再生グ

ループ株式会社（旧プリヴェ ファンド グループ株式会社）の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年

度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４

月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、プリヴェ企業再生グループ株式会社（旧プリヴェ ファンド グループ株

式会社）及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  

追記情報 

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年10月13日にストックオプションとしての新株予約権を発行して

いる。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半　　期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月12日

プリヴェ企業再生グループ株式会社

（旧プリヴェ ファンド グループ株式会社）

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 剱持　　俊夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　　和夫　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプリヴェ企業再生グ

ループ株式会社（旧プリヴェ ファンド グループ株式会社）の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年

度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４

月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、プリヴェ企業再生グループ株式会社（旧プリヴェ ファンド グループ株

式会社）及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報 

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結

会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半　　期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

プリヴェ企業再生グループ株式会社(E02239)

四半期報告書

34/34


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

